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る｡教授昇進者の場合､3部の研究成果､准教授の場合､2部の研究成果を提出する16｡

(3)学内外の関連学術委員会による審議を行 う (7月～9月)｡

杭州師範大学は､副教授昇進審議権を持つ大学であるため､大学が自らの状況によって助教､

講師､准教授の昇進を決定する｡漸江省教育庁に報告し､最終認定を行 う｡教授の場合､外部の

同分野の専門家の審議によって決定する｡なお､博士学位授与権を持つ大学の場合､学内の学術

委員会による審議で決定する｡

(4)漸江省教育庁の認可により昇進する (10-12月の間)｡

基本的に､教育庁は､各分野の専門家の審査結果に基づき､最終認定を行 うが､不適切な審査

結果 (例えば､審査基準が緩い等)を避けるため､教育庁は一部の昇進資料を抽出し､再審査す

ることもある｡

昇進のための審議は､従来､研究業績を重視するが､近年､変化している｡例えば､2011年漸

江省教育庁の通知は､教育､学術道徳を重視することを強調している17｡

･教育重視とは次のような内容である｡

①教授､准教授の昇進者は必ず学部授業を担当しなければならない｡

②教育業績評価の結果は重要な参考資料である｡最近の三年間の中に､二年連続 D18の評価を得

た教員､または最近の一年間Eを得た教員は､准教授､教授-の昇進ができない19｡

③教育受賞経歴､教育改革プログラムの担当などは､科学研究プ ログラムと同じように評価する｡

実験､実習の指導､卒業論文の指導､各学科試合の指導など､すべて教育成果として認められ

る｡

･学術道徳重視とは次のような内容である｡

教育部の通知 (｢学術道徳建設を強化する若干意見に関する通知｣(2002)､｢高等教育機関学術

不良行為を厳しく処理する｣(2009)に基づき､昇進者の資料を審議の時､剰窃､担造などの学

術道徳問題が発見された場合､昇進資格がなくなる｡そのため､不良文献検索ソフト､公示など

の手段を導入している｡

162011年から､提出した論文は ｢学術不良文献検索｣を受ける必要がある｡不良と判断された場合､昇進が出来なくなる｡

17漸江省教育庁力公室夫子倣好 2011年度高校教師亨亜技木資格坪宙工作的通知

18大学教員を評価するとき､A (優秀)､B､C､D､E (不合格)五段階がある｡B以上の評価比例は当年度参加教員の六〇%を

超えてはいけない｡

19漸江省高等学校教師教学工作亜須考核指専性意見

る.教授昇進者の勘合､3部の研究威光､准教授の場合､2部の研究成炎を提出する】6.

(3)学内外の関連学術委員会による密談を行 う (7月～9月)｡

杭州師範大学は､副教授崩進審鵠権を持つ大草であるため､大学が自らの状況によって助教､

言推師､准教授の3-1進を決定するD淋江省教育庁に報告し､収終認定を行 う.教授の場合､外部の

同分野の中門家の赤紙によって決定する｡なお､博IJ=学位授与権を持つ大学の場合､学内の学術

委員会による審雄で決定する｡

(4)漸江省教育庁の認可によりS-1進する (10-12月の問).

基本的に､教育庁は､各分野の中門家の事変結巣に基づき､瓜終認定を行うが､不適切な布衣

結果 (例えば､審査韮準が緩い琴)を避けるため､教育庁は-部のタ)進資料を抽出し､再審査す

ることもある｡

昇進のための市議は､従来､研究黙殺を重視するが､近年､変化している.例えば､2011年斬

江省教育庁のifEE知は､教育､学術道徳を韮視することを強調 している17｡

･教育重視とは次のような内容である｡

(D教授､准教授の昇進者は必ず学部授業を担当しなければならない｡

②教育恭紡評価の結果は盃要な参考資料である.放近の三年間の中に､二年連綴DLSの評価を得

た教11､または瓜近の一年II'jJEを得た教員は､准教授､教授-の3-]進ができない19｡

③教育受端経歴､教育改革プログラムの担当などは､科学研究プログラムと同じように評価するC

実験､実習の指導､卒恭輪文の指導､各学科試合の指導など､すべて教育成果として認められ

るO

･学術道徳重視とは次のような内容であるO

教育部の通知 (｢学術道徳越設を強化する若干意見に関する通知｣(2002)､｢砧等教育機関学術

不良行為を厳 しく処理する｣(2009)に基づき､昇進者の資料を藤冨趣の時､剰窃､程近などの学

術道徳問題が発見された場合､昇進資格がなくなる｡そのため､不良文献検索ソフ ト､公示など

の手段を導入している｡

1620114I-から 捉HlLた独文は r/+術イく良文献検紫Jを受ける必欝がある｡不良と判Prされた射介 如進が出来なくなる｡

17斬r】省救tI<庁力公器ス十撤如2011年BUR']校数1両/V曲技禾渋柿1平申=什的iLB知

18大学数月を評仙するとき､A(仕舞) E3C D l三日､介格)~LL段肺がある｡上1以上の#Ldl比例は当叫度参加数且の六〇%を

超えてはいけない｡

19析T)省IF,力等学校数姉教¥工作IL･幼考按相等性宮地

る.教授昇進者の勘合､3部の研究成炎､准教授の場合､2部の研究成炎を提出する16.

(3)学内外のZ楚J連学術委D会による審議を行 う (7月～9月)｡

杭州師範大学は､副教授昇進密談権を持つ大学であるため､大学が自らの状況によって助教､

言推師､准教授の昇進を決定する.斬江省教育庁に報告し､戚終認定を行う｡教授の場合,外部の

同分野の中門家の解放によって決定する｡なお､博士学位授与権を持つ大学の場合､学内の学術

委員会による審吉越で決定する｡

(4)漸江省教育庁の認可によりil進する (10-12月の問)｡

基本的に､教育庁は､各分野の中門家の審査結RLに基づき､瓜終認定を行うが､不適切な審査

結果 (例えば､審査基準が緩い琴)を避けるため､教育庁は-部の列進資料を抽出し､再審査す

ることもある｡

昇進のための事故は､従来､研究業績を重視するが､近年､変化している｡例えば､2011年斬

Tl:省教育庁の通知は､教育､学術道徳を丑視することを強調 している17｡

･教育重視とは次のような内容である｡

(D教授､祉教授の昇進者は必ず学部授業を担当しなければならないC

②教育英紙評価の結架はITi要な参考資料である｡股近の三年間の中に､二年連続 DLSの評価を得

た教Ll､または良近の一年rl'jJEを得た教Liは,准教授､教授-の[-]進ができない19｡

③教育受光経歴､教育改革プログラムの担当などは､科学研究プログラムと同じように評価する｡

実験､実習の指導､卒恭論文の指導､各学科試合の指導など､すべて教育成果として認められ

る｡

･学術道徳重視とは次のような内容である｡

教育部の通知 (｢学術道徳縫紋を強化する若干意見に関する通知｣(2002)､｢砧等教育機関学術

不良行為を厳 しく処理する｣(2009)に基づき､昇進肴の資料を審舐の時､剰窃､樫道などの学

術道徳rHl越が発見された場合､昇進資格がなくなるCそのため､不良文献検索ソフ ト､公示など

の手段を導入している｡

J62011叫から､提出した投jcは r'+術イこ良jC献検紫Jを受ける必嬰がある.不良と判断された射令 H進が仇架なくなる,

17斬y】省教17庁力公器X･十撤如2011中皮I'Ri校教JqlvJk技末流柿坪申工作的iLD知

14大+教員を詳跡するとき､A(蜂奔)､8C I) i;(ィ､介休)rL段断がある｡11以上の評価比例は当l事度参加数Liの六〇%を

超えてはいけない｡

19折7)省高等年按政柄赦竿工作寸k餌考怯桁単性軽火
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8.大学教員の能力開発

教師法によれば､｢各級人民政府教育行政部門､学校主管部門と学校は､教師の養成､研修計画

を制定すべきであり､教師に多様な形式の思想､政治､業務の養成､研修をさせなければならな

い｣(第 19条)｡

1996年 4月 8日､教育部は ｢高等教育機関教員研修規程｣(原語 :高等学校教師培訓工作規程)

を発表 した｡研修は大学教員の継続教育として位置づけられている｡｢規程｣の中の研修内容､研

修対象に関する論述はそれ以降大学教員の能力開発の基盤 となった｡

研修内容 としては教員 としての基礎知識､専門知識を学び､教員の教育､研究能力を向上する

とともに､情報技術､外国語などの技能を向上するものとされる｡具体的には､表 7を参照して

ほしい｡

研修対象は､主に若手教員を対象 とする｡研修を通じて､優れた若手教員を選抜 し､重点的に

育成する｡

表 7 大学教員研修の内容

内容 研修形式

助 教育研 究 に関す 1.職業前研修 :教育関連法令､政策､教育学､心理学の基礎理論､

る基礎知識 を学 専門職に関する知識

び､実践的基本技 2.教育実践 :指導教員のもとで､授業の実践能力を身につける

能を身につける 3.大学院での長期研修 (修士課程) :学士号の若手教員適用

教 4.社会体験 :就職経験なし､35歳以下若手教員の場合､半年以上の

社会体験が必要

5.パソコン､外国語等の技能研修 :行政機関､大学の要求に従って

行 う

請節 主 に専 門的基礎 1.必要に応 じて､教育水準を向上するための中堅教員研修､ゼ ミ､

理論知識 を拡大 教科等専門研修､海外研修に参加 させる

し､特に教育､研 2.必要に応 じて､国内客員学者 :3年経歴の講師が適用

究能力 を向上す 3.大学院での長期研修 (修士課程､博士課程)

る 補足 :5年経った講師の場合､必ず 3ケ月以上の研修を受けさせる

副 教育､研究の実践 1.必要に応 じて､カリキュラム及び授業改革､教材開発を内容 とす

教 を通じて､本研究 る研修会､ゼミに参加

8 大学教員の能力開発

敏rlf)法によれば､｢各級人民政府:教育行政部門､学校主管部門と学校は､教師の養成､研修計画

を制定す-きであり､教師に多様な形式の思想､政治､業務の壌成､研修をさせなければならな

い｣(第 19粂)｡

1996年 4月 8日､教育部は ｢高等教育機関教員研修規程｣(原語 詩▲右等学校教師増訓工作規程)

を発表 した｡研修は大学教員の継続教If_7としで位'Eづけられている｡｢規程｣の中の研修内容､研

修対象に関する習論述はそれ以降大学教員の能力開発の基盤 となった｡

研修内容としては教flとしての基礎知織､ilJl門知織を学び､教員の教育､研究能力を向上する

とともに､情報技術､外国語などの技能を向上するものとされるo具体的には､表 7を参照 して

ほ しい｡

研修対象は､主に若手教員を対象とするO研修を通 じて､優れた若手教員を選抜 し､重点的に

育成する｡

穀 7 大学教員研修の内容
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請節
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8 大学教員の能力開発

教師法によれば.｢各級人民政府教育行政部門､学校主管部門と学校は.教師の袈成､研修計画

を制定すべきであり､教師に多様な形式 の思想､政治､兼務の哉成､研修をさせなければならな

い｣(第 19粂)｡

1996年 4月 8日､教育部は ｢茄等教育機関教El研修規程｣(原語 高等学校教師増訓工作規程)

を発表 した｡研修は大学教員の継続教If_芋として位fEづけられている｡｢規程｣の中の研修内容､研

修対象に関する菅論述はそれ以降大学数.巳の能力開発の基盤 となった｡

研修内容としては教員としての基礎知織､中門知織を学び､教員の教育､研究碓力を向上する

とともに､情報技術､外国語などの技能を向上するものとされるO具体的には､表 7を参照 して

ほ しい｡

研修対象は､主に若手教員を対象とする｡研修を通 じて､燈れた若手教員を選抜 し､丑点的に

育成する｡

袈 7 大学教員研修の内容

内容
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敬

行 う

請節

る

剛

教

揺
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解､把握し､自ら る高級ゼミに参加

の学術水準 を向 3.必要に応じて､国内外の学術会議参加､大学間の交流､海外研修

上する 注 :連続 5年副教授経歴､職務を履行する教員の場合､最低半年以

上のOff-JT(Offjobtraining)あるいはサバティカル休暇を与える○

教 水準の高い教育､ 国内外の学術会議参加､講演などの学術交流活動､本の執筆等の活研究活動に従事､ 動のためのサバティカル休暇

授 自らの水準 を更 注 :連続 5年教授経歴､職務を履行する教員の場合､最低半年のサ

(出所)｢高等教育機関教員研修規程｣(1996)

表 7に示すように､助教に対する研修は､義務として位置づけられている｡他の教員の研修は､

基本的には必要に応じて行われる研修であり､強制ではない｡あるいは､能力開発の主な対象は

若手教員である｡

大学教員の能力開発を担当するのは教育部の人事司と高等教育司である｡前者は､全面的に大

学教員能力開発の企画､指導を担当する｡後者は､短期の研修プ ログラムを担当する｡以下､国

家レベル､大学レベルの視点から､大学教員を対象とする研修活動を整理する｡

国家レベル

(1)海外派遣

主に ｢国家留学基金管理委員会｣(http://www.csc.edu.cn/)によって行われている｡ ｢若手主幹

教員海外派遣研修項目｣(原語 :青年教師出国研修項目)を例にして､説明したい｡

毎年度､当該機構と協定を結んだ大学の教員から､一定の若手教員 (45歳以下)を選抜し､海外

の知名大学または研究機関に派遣し､共同研究等を行 う｡2011年､1500名の規模であった｡派

遣形態は､高級研究学者 (3-5ケ月)､訪問学者 (ポス トドクターを含む､3-12ケ月)､博士課

程の進学者 (36-48ケ月)､共同で養成する博士 (6-12ケ月)がある｡本項目に関する経費は､

当該機構と教員の所属大学は1対 1の比例で負担する｡申請の流れとして､まず､大学側が推薦

し､｢国家留学基金管理委員会｣が専門家を集めて審査する｡

(2)教育部による大学研修ネットワーク

教育部は､1985年に､｢大学教員研修交流北京センター｣(北京師範大学に設置)､｢大学教員研

修交流武漢センター｣(武漢大学に設置)を設置し､教員の資質を向上することを目指している｡

30年以上をかけて､現在､全国各地で大学教員を対象とする研修のネットワークが形成された｡

上する

上のOff-JT(Offjobtraining)あるいはサバティカル休暇を与える.

敬

授

(出所)r吊▲.S等教育機関敏il研修規程｣(1996)

穀 7に示すように､助教に対する研修は､義務として位征づけられている.他の教ijの研修は､

基本的には必要に応 じて行われる研修であり､強制ではない｡あるいは､能力開発の主な対象は

若手教員であるo

大学数f:1の能力開発を担当するのは教育部の人事司と高等教育司であるQ前者は､全面的に大

学数D能力開発の企画､指導を担当する｡後者は､短期の研修プログラムを担当する.以下､国

家 レ-ル､大学レ-′レの視点から､大学教員を対幾とする研修活動を整理するO

国家レベル

(1)派外派ihL

主に ｢国家lit学基金管理委11会｣(http//wwwcsceducn/)によって行われている.r若手主幹

教員海外派ihL研修項目｣(原語 ff年教師出国研修頃日)を例にして､説明したいO

の知名大学または研究機関に派逃し､共同研究等を行 う｡2011年､1500名の規模であった.派

i出形態は､高級研究学者 (3-5ケ月)､昆引L"学者 (ポス トドクターを含む､3-12ケ月)､博士耽

程の進学者 (36-48ケ月)､共同で薙成する博士 (6-12ヶ月)がある0本項目に関する経距は､

当貰亥機構と教11の所戊大学は 1対 1の比例で負担する｡申許の流れとして､まず､大草tmJが推庶子

し､｢国家留学基金菅野委il会｣が中門家を炎めて審査する.

(2)教育部による大学研修ネットワーク

教育部は､1985年に､｢大学教員研修交流北京センター｣(北京師範大学に設て迂)､｢大学教員研

修交流武沸センター｣(武換大学に設位)を殻JEL､数日の資質を向上することを目指している｡

30年以上をかけて､現在､全国各地で大学数flを対象とする研修のネットワークが形成された｡

上する

上のOff-JT(Offjobtraining)あるいはサバティカル休暇を与える.

敬

授

(出所)｢lt▲石等教育機関教員研修規程｣(1996)

衣7に示すように､助故に対する研修は､義務として位虻づけられている｡他の教貝の研修は､

基本的には必要に応 じて行われる研修であり､強制ではない｡あるいは､能力f井l発の主な対象は

若手教flであるQ

大学教員の碓力開発を担当するのは教育部の人*司と古市等教育司であるO前者は､全面的に大

学数D能力開発の企画.指甥を担当する｡後者は､短期の研修プログラムを担当する｡以下､国

家 レ-ル､大学レ-ルの視点から､大学教員を対象とする研修活動を整理する｡

国家レベル

(1)ffFi外派出

主に ｢国家存t等基金管理委11会｣(http//wwwcsceducn/)によって行われている｡｢若手主幹

敏fl海外派ihL研修頃日｣(原語 1F'7年教師出国研修項EE)を例にして､説明したい｡

梅年度､当雷亥機構と協定を結んだ大学の教員から､-定の若手教員 (45接以下)を選抜し､軸外

の知各大学または研究機F装‖こ派逃 し､共同研究等を行う｡2011年､1500名の規模であった.派

出形態は､再撒研究学者 (3-5ケj-I)､矧 H]学者 (ポス トドクターを含む､3-12ケ月)､博士訣

程の進学肴 (36-48ケ月)､共同で葵成する博士 (6-12ヶ月)がある0本項目に関する経空きは､

当該機構と教11の所属大学は 1対 lの比例で負担する.申pIIIJtの流れとして､まず､大学側が推応

し､｢国家留学基金管理委il会｣が専門家を弛めて寄兼する｡

(2)教育部による大学研修ネットワーク

教育部は､1985年に､｢大学教員研修交流北京センター｣(北京師範大学に設砥)､r大学教員研

修交流武淡センター｣(武i典大学に設把E)を設IAtL､教11の資質を向上することをEl指 している｡

30年以上をかけて､現在､全国各地で大学教員を対象とする研修のネットワークが形成された｡
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各地で設置された研修センターは､研修プ ログラムを開発 し､国内大学の訪問､短期研修班､学

歴研修など､様々な研修を行っている｡
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(3)ネット研修

教育部全国大学教師オンライン研修センター (www9erEW,もea:軋eO.Y.m)は､教育部の認可を受けた

大学教員研修機関である｡業務上は､教育部の指導を受けるが､行政上は､高等教育出版社の管

理を受ける｡上述のセンターと違って､同機関は､主に教育技術手段を使って､大学教員-のオ

ンライン研修を行っている｡現在､会員制を採用している ｢精品課程｣研修項 目の例をあげてみ

たい｡当該研修を受けたい教員は､所属の大学の許可を受け､当該機関の会員 として登録する｡

その後､関係経費を払い､オンラインの ｢精品課程｣を履修することができる｡合格 したら､証

明が授与される｡今後教員昇進の参考根拠 となる20｡

大学レベル

(1)｢就職前研修制度｣

大学レベルの教員能力開発対策は､大学によってそれぞれであるが､一つ共通となるのは､若

手大学教員に対する ｢就職前研修制度｣である｡

1997年 1月 31日､元国家教育委員会が ｢高等教育機関教員就職前研修暫定細則｣を発表 し､

この制度の草案が形成された｡第 9条は､｢研修結果は､大学教員資格認定や職務任命 (原語 :

職務聴任)の根拠である｣と明言 した｡現在､すべての大学はこの研修制度を実行 している｡

当該研修は､集中講義 とい う形で､研修者に高等教育学､心理学､または教員の倫理問題､教

20教育部､2011年前年度大学教員オンライン研修計画に関する通知､2011年 1月 26日

各地で;没粧された研修センターは､研修プログラムを開発 し､国内大草の訪r!uq､短期研修班､学

歴研修など､様々な研修を行っている｡

図 4

(3)ネ ット研修

教育部全国大学教師オンライン研修センター (wwweneteducom)は､教育部の認可を受けた

大学教員研修機関である｡業務上は､教育部の指導を受けるが､行政上は､高等教育出版社の管

理を受ける｡上述のセンターと違って､同機関は､主に教育技術手段を使って､大学教11-のオ

ンライン研修を行っている｡現在､会11制を採用 している ｢搾品秋程｣研修項 目の例をあげてみ

たい｡当核研修を受けたい教員は､所属の大学の許可を受け､当雷亥機関の会員 として登録するO

その後､関係経費を払い､オンラインの ｢和品瓢提｣を履修することができる.合格 したら､証

明が授与されるQ今後教員昇進の参考根拠 となる20｡

大学レベル

(1)｢就職前研修制度｣

大学 レ-ルの教員能力開発対策は､大学によってそれぞれであるが､一つ共通となるのは､若

手大学教員に対する ｢就職前研修制度｣である｡

1997年 1月 31日､元国家教育委員会が ｢前等教育機l娼教員就職前研修暫定細則｣を発袈 し､

この制度の草案が形成された.第 9条は､｢研修結果は､大学数D資格認定や職務任命 (原言吾

職務職住)の根拠である｣と明言 した｡現在､すべての大学はこの研修制度を実行 しているo

当該研修は､央中講義 とい う形で､研修者に両等教育学､心恐学､または教ijの倫新 王l】艦､教

各地で設置 された研修センターは､研修プログラムを開発 し､国内大学の訪問､短期研修班､学

歴研修など､様々な研修を行っている｡
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(3)ネ ッ ト研修

教育部全国大学教師オンライン研修センター (www.enetedlユ.con)は､教育部の認可を受けた

大学教員研修機関である｡業務上は､教育部の指導を受けるが､行政上は､高等教育出版社の管

理を受ける｡上述のセンターと違って､同機関は､主に教育技術手段を使って､大学教員へのオ

ンライン研修を行っている｡現在､会員制を採用 している ｢精品課程｣研修項 目の例をあげてみ

たい｡当該研修を受けたい教員は､所属の大学の許可を受け､当該機関の会員 として登録する｡

その後､関係経費を払い､オンラインの ｢精品課程｣を履修することができる｡合格 したら､証

明が授与される｡今後教員昇進の参考根拠 となる20｡

大学レベル

(1)｢就職前研修制度｣

大学レベルの教員能力開発対策は､大学によってそれぞれであるが､一つ共通となるのは､若

手大学教員に対する ｢就職前研修制度｣である｡

1997年 1月 31日､元国家教育委員会が ｢高等教育機関教員就職前研修暫定細則｣を発表 し､

この制度の草案が形成された｡第 9条は､｢研修結果は､大学教員資格認定や職務任命 (原語 :

職務職住)の根拠である｣ と明言 した｡現在､すべての大学はこの研修制度を実行 している｡

当該研修は､集中講義 とい う形で､研修者に高等教育学､心理学､または教具の倫理問題､教

2O教育部､2011年前年度大学教員オンライン研修計画に関する辿知､2011年 1ノ｣26日
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育法規などの知識を教える｡その後､ペーパーテス トによって､成績を採点する｡

周知のように､現在の教員養成制度には､大学教員を養成する機能が存在していない｡近年新

規採用されたほとんどの大学教員は､修士号または博士号を持つものの､教育学専攻以外の教員

は､大学教員としての高等教育に関する専門知識が不足である｡したがって､当該研修を通じて､

ある程度の高等教育､心理学に関する知識を身につけることが期待されるが､現実には､当該研

修の実効性が問われている｡筆者は､当該制度の実施に参加 したことがあり､また､自らも研修

を受けたことがある｡ それに基づくと､｢就職前研修制度｣は主に以下の問題がある｡

まず､研修を受けた教員の意欲が低い｡当該研修は強制的であり､合格しないと､昇進の資格

がないため､能動的に研修に参加する教員は多くない｡また､研修は､多人数授業の形で取って

いるので､教育の効果が期待出来ない｡結局､講師は教科書の重点のみを教え､学生も重点のみ

を覚え､テス トの時は重点のみを測定する｡また､研修は文系の教員､理工系の教員を区別しな

い､研修対象のニーズを考慮していない｡したがって､今後､担当教員の選抜､授業方式などの

改善を検討する必要がある｡

(2)若手教員の能力開発

前述したように､現在中国の大学教員能力開発は､主に若手教員を対象としている｡例えば､

杭州師範大学は､若手の優秀な教員を育成するため､｢優秀若手教員素質向上工程｣を始めた｡当

該工程は､｢名師に学ぶ｣と｢優秀若手教員支持計画｣を含む｡前者は､学内の若手教員を選抜し､

国内外の有名教授のところに送り､当該教授の指導を受ける｡関連経費はすべて大学側が負担す

る｡後者は､毎年約 20名の発展性がある若手教員を選び､研究経費を渡す､これらの教員の自

主的研究活動をサポー トする｡ 両計画の投入総額は500万に達成し､主に教員の研究能力を向上

させることを目指している｡

教員研修が大学教員の力量向上に重要な役割を果たしているのは､すでに共通認識となってい

る｡ しかし､現在の教員に対する能力開発は､まだ様々な問題を直面している｡ 例えば､若手教

員以外の教員の能力開発はいかにして改善していくのか｡また､若手教員の研修も､ほとんど選

ばれたエリー トあるいは発展性があると認められた中堅若手教員であり､一般的な教員はもっと

研修を受ける必要がある｡この問題も､今後改善していく必要がある｡

育法規などの知職を教える｡その後､ペーパーテス トによって､成桁を採点する｡

周知のように､現在の教il養成制度には､大学教員を峯成する機経が存在 していない.近年新

規採用されたほとんどの大学教員は､修士号または博士号を持つものの､教育学専攻以外の教員

は､大学数11としての苗等教育にE娼する呼門知織が不足である｡したがって､当該研修を通 じて､

ある程度の詩▲.S等教育､心理学に関する知職を身につけることが期待されるが､現実には､当該研

修の実効性が問われている｡節者は､当該制度の実施に参力lTLたことがあり､また､自らも研修

を受けたことがある.それに韮づくと､｢就職前研修制度｣は主に以下の関越がある｡

まず､研修を受けた教員の意欲が低いO当官亥研修は強制的であり､合格 しないと､昇進の資格

がないため､能動的に研修に参加する教員は多くないoまた､研修は､多人数授業の形で取って

いるので､教苛の効火が期待出来ない｡結局､言符節は教科鮎の重点のみを教え､学生も重点のみ

を光え､テス トの時は重点のみを測定するOまた､研修は文系の教iIl､理工系の教員を区別しな

い､研修対幾のニーズを考慮 していない｡ したがって､今後､担当教員の選抜､授業方式などの

改善を検討する必要がある｡

(2)若手教員の能力開発

前述 したように､現在中国の大学数fl能力開発は､主に若手敏ilを対象としている.例えば､

杭州師範大草は､若手の優秀な教員を育成するため､｢優秀若手教11楽質向上工程｣を始めた.当

該工程は､｢名節に学ぶ｣と｢優秀若手数日支持T31画｣を含む.前者は､学内の若手教員を選抜し､

国内外の有名教授のところに送り､当該教授の指導を受ける｡関連経机 ますべて大学側が負担す

主的研究活動をサポー トする｡両計画の投入総額は 500万に達成し､主に教員の研究能力を向上

させることを目指している｡

教fl研修が大学教員の力iii向上に盃安な役割を果たしているのは､すでに共通認織となってい

る. しかし､現在の教員に対する能力開発は､まだ様々な間超を直面している.例えば､若手教

11以外の教員の能力開発はいかにして改善していくのか｡また､若手教員の研修も､ほとんど選

ばれたエリー トあるいは発展性があると認められた中堅若手教員であり､-般的な教員はもっと

研修を受ける必要がある｡この間魅も､今後改葬していく必要がある｡

育法規などの知織を教える.その後､ペーパーテス トによって､成桁を採点する｡

周知のように､現在の教Ll養成制度には､大学数flを巷成する機経が存在 していない｡近年新

規採用されたほとんどの大学教員は､修士号または博士号を持つものの､教育学専攻以外の教員

は､大学数nとしての高等教育にE装け る執 事恨 】織が不足である｡したがって､当該研修を通 じて､

ある程度のrl'.S等教育､心理学に関する知織を身につけることが期待されるが､現実には､当該研

修の実効性が問われているo範者は､当該制度の実施に参))lTL,たことがあり､また､自らも研修

を受けたことがある｡それに韮づくと､｢就職前研修制度｣は主に以下の関越がある｡

まず､研修を受けた教員の意欲が低い.当冨亥研修は牲制的であり､合格しないと､昇進の資格

がないため､能動的に研修に参加する教員は多くないOまた､研修は､多人数授業の形で取って

いるので､教背の効果が期待出来ない｡結Jこ1､号推師は教科弓lfの重点のみを教え､学生も丑点のみ

を光え､テス トの時は重点のみを測定する｡また､研修は文系の数日､理工系の教員を区別 しな

い､研修対象のニーズを考慮 していない｡ したがって､今後､担当教員の選抜､授業方式などの

改野を検討する必安がある.

(2)若手教員の能力開発

前述 したように､現在中国の大学数員能力開発は､主に若手散見を対象としている｡例えば､

杭州師範大学は､若手の優秀な教Llを育成するため､｢優秀者手数11難質向上工提｣を始めた｡当

該工程は､｢各節に学ぶ｣と｢優秀若手教i:1支持別画｣を含む.前者は､学内の若手教員を選抜し､

国内外の有名教授のところに送り､当該教授の指導を受ける｡関連経軌 ますべて大学側が負担す

る｡後者は､梅年約 20名の発展性がある若手教員を選び､研兜経非を渡す､これらの教員の自

主的研究活動をサポー トする｡両計画の投入総部は 500万に達成 し､主に数fiの研究能力を向上

させることを目指している｡

教員研修が大学教員の力血向上にgL-Gな役割を果たしているのは､すでに共通認織となってい

ら. しかし､現在の教員に対する能力朋発は､まだ様々な間超を直面 している.例えば､若手教

il以外の教員の能力開発はいかにして改苗 していくのか｡また､若手教Liの研修も､ほとんど選

ばれたエリー トあるいは発展性があると認められた中盤若手教員であり､一般的な教員はもっと

研修を受ける必嬰がある｡この関越も､今後改善 していく必要がある.
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第 11章 韓国における大学教授職

金 美蘭

(韓国教育開発院)

はじめに

韓国における高等教育進学率は､2010年 4月現在 79.0%と 10人中 8人が大学や専門大学に

進学している (教育技術科学部 ･韓国教育開発院､2010)｡ このような高等教育のユニバーサ

ル化にも関わらず､大学の教育競争力が低いとい うことで大学教育の質の向上が最大の課題にな

っている｡ 教員一人当たりの学生数は 1970年には 18.8､1980年に 34.2､1990年 41.1､2000

年に 39.7､2010年に 36.2人と高等教育進学率が急速に拡大した 1990年代よりは減少 している

が OECD 平均の 15.8人と比較すれば非常に多い (教育技術科学部 ･韓国教育開発院､2010)

ことから､教育の質を担保できる優秀教員確保のための教員人事改革が積極的に進められてい

る｡

2010年の教育科学技術部の 6つの主要計画の一つには ｢先進型大学教授人事制度の導入｣が

あり､大学の競争力を強化するため国立大学の教授総額人件費制度及び成果年俸制を導入してい

る (教育科学技術部､2009)｡ 2011年度にも世界水準の学部教育を支援する方案 として大学教

育力量強化事業 (2011年 2,570億 ウォン)に学士組織､教員人事､教育課程などを先進化して

教育の質を向上させる学部教育先導大学モデルの拡散政策に多くの予算を投入 している (教育科

学技術部､2010)｡ また､大学の時間講師 (非常勤講師)に対 して単価引き上げと研究費支援

のみならず､教員の地位を付与する法律案の発表などを通じて大学の教育 ･研究の質を向上させ

る政策を推進 している (教育科学技術部､2010)｡ 大学の 8割を占める私立大学を中心に財政

的にも行政的にも負担の少ない非常勤講師や非定年 トラックの教員採用が増加 し､非常勤講師の

労働条件の問題 とあわせ大学教育の質の問題が社会問題 となったためである｡さらに､大学教育

の質を確保するための優秀教員確保 と関連 して大学での教授の採用､業績評価､昇進などの問題

が社会的に注 目を浴びている状況である (韓国日報､2011/3/10) ｡ グローバル時代における大

学教育の質は大学教育を担当している教員にあるとい う認識が拡大しているのである｡

韓国における大学教員の資格は多様な法令によって規定されている (バク ･イヌ他､2007､

2008)｡ 教員の地位に関する基本的事項は憲法､教員の権利及び権限と責任に関する基本原則

は教育基本法､大学教員の区分､教員の資格､法定定員及び教授確保率は高等教育法により規定

している｡ また､新規採用及び再任用プロセスを規定しているのは教育公務員法であり､私立大

学の教職員任免などに関しては私立学校法がある｡この他にも国家公務員法､教員地位向上のた
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韓国における関等教育進学率は､2010年 4月現在 790%と 10人中 8人が大学や専門大学に

進学 している (教笥技術科学部 ･繰国教育開発院､2010)｡ このような高等教育のユニバーサ
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めの特別法､私立学校教員年金法など多様な法令によって大学教員の資格を規定しているのであ

る｡ 特徴的なのは私立大学が8割を占めているのにもかかわらず､教育公務員ではない私立大学

教員に関する規定も教育公務員に準して教育公務員法を適用 していることである｡そのため､ど

の法律 も大学教員を包括的に規定 していない とい う問題が指摘 されているが (カン ･ピョンウ

ン､2003;カン ･ピョンウン､ペック ･ジョンフア､2005､バク ･イヌ他､2008など)､この

章では韓国における教授資格に関する問題を主に大学教員に関する規定を中心に考察する｡

2.大学教員の種類

まずは大学教員の区分である｡大学教員の区分は高等教育法第 14条第 2項 により総(学)長､

教授､副教授､助教授､専任講師となっている｡同法第 17条では ｢教員以外に兼任教員､名誉

教授及び時間講師など｣を置くことができると規定し､兼任教員､名誉教授､時間講師を教員 と

して扱われないことを明示 している｡ 高等教育法で規定している教員は専任教員､教員ではない

兼任教員､非常勤講師などは非専任教員 とい う｡教育科学技術部が認定している専任教員の基準

は､教育公務員法､または私立学校法により､教授､副教授､助教授､専任講師として任命 され

(私立学校法第 54により任用報告された者)､当該大学で全 日制勤務者 として､①勤務期間が

1年以上として任命 された者､②在職 目現在､公務員年金法第 3条､私立学校教職員年金法第 2

条の規定により年金に加入 し､国民健康保険法第 6条により医療保険に加入 した者､③国公立

大学教員の場合は公務員報酬規定及び公務員手当てに関する規定､私立大学教員の場合は学校法

人定款の教員に関する報酬規定により報酬 ･手当てなどを支給される者 と規定している｡

表 1 教員の区分

高 等教育法 教員の区分 ②大学に置く教員は第 1項の規定により総長及び学長以外に
第 14条 教授､副教授､助教授､専任講師に区分する

高等教育法第 14条 兼任教員 大学には大統領令の規定により第 14条第 2項の教員以外に
兼任教員､名誉教授及び時間講師などを置き教育あるいは研

究を担当させることができる

大学設立 .運営規定施行規則第 9条 兼 任 教 育 算定 第 6条第 4項の規定により､兼任教員及び招聴教員などの数

は系列別に兼任教員及び招聴教員などが担当する週当た り教

めの特別法､私立学校教員年金法など多様な法令によって大字教flの資格を規定しているのであ

る｡特徴的なのは私立大学が8割を占めているのにもかかわらず､教育公務11ではない私立大学

教員に関する規定も教苛公務員に解して教育公務員法を適用 していることである｡そのため､ど

の法経も大学教臼を包括的に規定 していないとい う聞艦[が指摘されているが (カン ･ヒョンウ

ン､2003,カン ･ピョンウン､-ツク ･ンヨンプア､2005､バク ･イヌ他､2008など)､この

章では韓国における教授資格に関する間抱を主に大学教員に関する規定を中心に考察する.

2 大学教員の種類

まずは大学教員の区分である.大学教員の区分は声..)等教育法第 14粂第 2項 により総(学)長､

教授､副教授､助教授､馴 壬富片肺となっている｡同法第 17条では ｢教n以外に姫任教11､名脊

教授及び時rZ耶岸師など｣を泣くことができると規定し､雅任教Ll､名誉教授､時間講師を数日と

して扱われないことを明示 している.高等教育法で規定している教員は専任教員､教員ではない

非任教員､非常勤講師などは非馴 壬教員という｡教育科学技術部が認定している野任教Dの益雄

は.教育公務月法､または私立学校法により､教授､副教授､助教授､申任害推師として任命され

(私立学校法第 54により任用報告された者)､当苫亥大学で全日制勤務者として､Q)勤務nlFF'TJが

1年以上として任命された者､②在職 日現在､公務員年金故第 3条､私立学校教職臼年金法第 2

条の規定により年金に加入 し､国民鯉康保険法第 6粂により医療保険に加入した者､③国公立

大学教員の場合は公務D報酬規定及び公務11手当てに関する規定､私立大学教員の場合は学校法

人定款の教員に関する報酬規定により報酬 ･手当てなどを支給される者と規定している｡
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